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診断士の新しい役割 

 

 

一般社団法人新潟県中小企業診断士協会        

会長 中村公哉 

 

 

診断士の役割が、二極化されつつあります。一

つは、伴走型支援の専門家、もうひとつは、新し

い金融機関の制度に対する専門家です。 

伴走型支援としては、商工会・商工会議所の経

営発達支援計画への協力を新潟県中小企業診断士

協会としては実施しております。他県と比較し、

よろず支援拠点とは関係が薄い状態です。ミラサ

ポから始まり、伴走型支援の報酬単価が低くなっ

ているという話を聞く機会が多くあり、いろいろ

な情報を総合すると、診断士の支援方法の変更が

必要になっているようです。今までの SWOTや財務

分析を行っていては効率が悪く、分析手法を割愛

しながら、早く結論がでる支援を行うべきである

ということが言われています。その支援とは、売

上向上に集約されるということです。私は、この

意見に対して一理はあるものの、100％賛成はして

おりません。財務、特に貸借対照表は過去の経営

の結果が凝縮され、そこから必要な体質改善のた

めの方向性を読み取らなければなりません。 

 

 

また、赤字事業と黒字事業がある中で、それを

見抜かずに売上向上を行った場合、赤字事業の売

上を増加させ、更なる業績の悪化になりかねませ

ん。既存の診断技法を活用しながら、効率的な支

援方法を学ばなければならないのが、伴走型支援

であります。 

 もうひとつの新しい金融機関の制度への支援に

関して、金融仲介機能のベンチマークにおいて、

選択ベンチマークの中に、専門家の紹介件数が組

み込まれています。他には、経営改善の進捗状況

や、創業支援、事業承継支援、転廃業支援などの

項目もあります。今までの、漠然とした経営支援

から、具体的な数値を意識した経営支援が我々に

要求されています。金融機関がかかわる制度の支

援において、専門性だけではなく、総合性が求め

られているのが現状であるという認識でいます。 

この金融仲介機能のベンチマークにおいて、地

方銀行、信用金庫、信用組合などそれぞれの機関

によって求められているものが違っているように

感じています。新潟県の中では、特に信用金庫、

信用組合と、中小企業診断士が連携するケースが

増えつつあります。 

今後、金融機関との連携をさらに深めるととも

に、診断士の能力向上に取り組むことが新潟県中

小企業診断士協会の役割であると感じています。 

特に、若手の育成が重要であり、現在行ってい

る認定支援機関の活用による教育、金融機関支援

先の目利き事業・指導を診断士協会で受託し、そ

れを通じた教育を続けてまいります。 

さらに、テストケースでハンズオン型の支援の

模索を検討します。専門性が高い若手でグループ

を作り、具体的な企業の指導をグループで行う検

討しています。どちらかの金融機関様に改めてご

相談に伺うことになると考えています。 
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専門分野紹介  

渡邉 重仁 

 中小企業診断士・税理士の渡邉重仁と申します。

新潟県中小企業診断士協会の原稿ですが、私の日

常の業務は税理士事務所の業務が基本となってお

りますので、専門分野紹介も税理士事務所の業務

とそれに関連する業務について紹介いたします。 

 弊所は長岡市高見町に事務所を構えており、現

在私の父が所長を務めております。 

 もともと、税理士事務所としては昔ながらの一

般的な記帳代行、税務申告がメインの事務所でし

たが、私が入所し、税理士や中小企業診断士の資

格を取得してからは、徐々に経営に関わる様々な

分野の提案を行うようにしてきています。アナロ

グな所長に対して偉そうにいろいろ進言する私は、

口うるさい存在と思われていると思います。現在

の業務内容は下記の通りです。 

●今までの弊所の業務 

①税務申告 

②税務相談（最近はやはり相続・贈与に関する相

談が増えてきました） 

③記帳代行 

④自計化と巡回監査 

⑤その他、年末調整、各種届出の作成 等 

④の自計化とは、お客様の会社に会計ソフトの

システムをお貸しし、会社で取引の入力をしても

らうことをいいます。また、巡回監査は我々税理

士事務所の職員が毎月会社を訪問し、会社で入力

した内容のチェック等を行う業務をいいます。会

社にとっては適時適切な財務内容を把握してもら

うことができ、なおかつ税理士事務所としても、

社長と話をする時間が増え、経営相談業務等に取

り組めるというメリットもあります。 

●新たに力を入れ始めてきた業務 

①経営助言（コンサルティングと呼べるレベルで

はありませんが、社長の良き相談相手となれるよ

う努めています） 

②経営計画の策定（短期の予算計画や中長期経営

計画の策定支援を行っています） 

③企業防衛（会社に必要な保障を提示し、必要な

生命保険の加入を推奨する業務です） 

④相続税対策・シミュレーション 

⑤事業承継計画等の策定支援 

⑥Fintech（フィンテック）への対応 

⑦セミナー等（長岡大学の非常勤講師や、各団体

のセミナーを少しずつやらせて頂いております） 

 

 中小企業白書等において、労働生産性が低いこ

とが課題とされている我が国ですが、特に税務・

会計の分野では Fintech が急速に進んでいます。

最近ではインターネットバンクから直接取引を読

み込み、金額や日付が入った状態で、従来業務と

比べて取引の入力はかなり簡単にできるようにな

りました。また、一部金融機関においては、決算

書等のモニタリングサービス（紙媒体の決算書等

をお渡しするのではなく、金融機関にデータが送

られ直接財務内容を把握することができる）とい

ったサービスも始まっています。経営を支援する

システムも日々進化し、便利なシステムが次々に

生み出されています。 

 以上に述べてきた限りでは、専門分野がはっき

りしませんが、社長の相談相手として一番近い距

離にいるのが税理士であるとすれば、変化の激し

い環境において、社長や会社の良き支援者となり、

また、事務所自体を将来にわたって発展させてい

くためにも、様々な分野に日々チャレンジしてい

くことが必要であると考えております。 

 ただ、強いて挙げるならば、現在中心的に取り

組んでいる分野は、「事業承継」とそれに関連した

「相続対策」の分野です。弊所で関与している社

長の年齢も高齢化してきており、多くの会社が事

業承継が必要な時期に来ています。株式や財産の

引き継ぎだけでなく、経営の承継まで考えなけれ

ば事業承継は成り立ちませんので、現在ではこれ

から承継を迎える会社に対し事業承継計画の策定

支援に力を入れています。 
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ヒアリングのポイント 

 田村 昌美 

― 日露戦争の仲裁でノー

ベル平和賞を受けたセオド

ア・ルーズベルト大統領のモ

ットーは、「Speak softly and 

carry a Big Stick」（棍棒を

手に、おだやかに話せ）であ

った。 ― （「恐慌に立ち向 

かった男 高橋是清」松本崇・著 中公文庫） 

本稿の依頼は、支援先企業での「ヒアリングの

ポイント」である。中小企業診断士資格取得後の

私のヒアリングは冷や汗の連続であった。おだや

かに話すことはできたとしても、肝心の棍棒が未

熟で皆無に等しかったからである。資格を取った

ことで強力な棍棒を手にしたと思うと失敗する。 

診断士の棍棒は何か。それは大げさかもしれな

いが、人生の達人を目指すことにある。その秘訣

を、植田正也は「電通『鬼十則』（PHP 文庫）」で

こう紹介している。「本を読め、人に会え、そして

旅をしろ」（文藝春秋名編集長で後に社長となった

池島信平の言葉）。「本・人・旅」によって知識と

見聞を蓄え、思考し、知恵（創意と工夫）に挑戦

することが可能となる。資格取得はそのスタート

ラインに過ぎない。診断士に出発点はあっても到

達点はない。日々、研鑚である。そうしなくては

ロボットにとって代わられてしまう。そのように

日々自分に言い聞かせている。 

さて具体的なヒアリング場面に筆をすすめよう。

支援先企業でのヒアリングは質問（Q）と応答（A）

の形式が一般的である。相談者（支援企業）が明

確かつ的確な Q を用意してのヒアリングは、事前

にその内容が把握されていれば、比較的スムーズ

に進行する。但し事前準備が完璧で診断士自身納

得の A を用意でき、その用意した A が相談者の期

待に添えるものかどうかが肝心である。この場合、

ヒアリングの出番は殆どない。 

問題は相談者に具体的 Q がなく黙止に近い状態

のケースである。金融機関や指導機関が同席して

いる場合は支援企業に代わって、経過説明、支援

課題を説明してくれるとヒアリングに入りやすい

が、これに診断士が頼り切っては存在価値がない。 

ヒアリングのポイントとしては事前に支援企業

を巡る外部環境分析を済ませておくことである。

当該企業がその業界の外部環境を変えることは難

しく、不可能に近い。外部環境を踏まえての確認

と示唆が会話の端緒となることが多い。 

財務資料が事前入手されておれば、財務分析を

済ませておくことができる。これによって診断士

からの問題提起、解決すべき課題の提示は十分可

能となり、ヒアリングに難渋することは避けられ

る。納得できる課題の抽出を共通認識として確認

することを忘れてはならない。 

事前資料がほとんど皆無の状態で企業支援に臨

む場合にどうするか。まずは支援目的を確認して

これに相応しいフレーム ワークを頭に思い浮か

べるのが一般的ではないだろうか。 

企画立案なら筆者は「1T6W2H」の 9 マスを埋め

るようにヒアリングしていく。経営戦略なら

「SWOT」を整理してクロスに高めていく。マネジ

メントが課題なら PDCA をぐるぐる回すなどであ

る。いきなり直近試算表を提示されたら、現預金

や借入金の月商倍率を算出する等々である。 

ヒアリングの秘訣を一言集約化するとしたら

「良い質問が良い答えを生む」であり「量は質を

呼ぶ」ではないだろうか。 

筆者は幸いにも身近にヒアリングの名人が幾人

かいて、酒を酌み交わしながら楽しくも有意義な

会話を経験してきた。彼ら先輩たちは「なぜ WHY」

と「それで SO WHAT」を連発して会話を盛り上げ

てくれたようだった。 

在京の先輩診断士が新米診断士にいうことは共

通していて「場数を踏みなさい」「恐れずズバリ尋

ねなさい」だったように思う。ハウ‐ツーは無限

にあり十人十色である。自身にあったものを取捨

選択して捕らわれないことである。  （以上） 
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協会主催 製造業必須「新入社員セミナー」の実

施報告 

講師担当 野水 敏勝 

 

当協会では昨年に続き、製造

業の新入社員セミナーを 4月

6・7日に開催しました。 

事業開発委員会（和栗委員長） 

の白倉理事が中心となって当企

画を推進。セミナー講師として

中村会長と私が担当させて頂く

ことになりました。今年も三条商工会議所の新入

社員セミナーと日程が重複しましたが、「製造業の

ための」新入社員セミナーということで、特に当

協会のセミナーに参加した企業 6社、16名のフレ

ッシュな新人に参加いただきました。 

 セミナーのメニューですが、初日はオリエンテ

ーションの後 

・事例からビジネスマナーを考える。 

・ビジネスマナーの実際を学ぶ。 

・生産現場の基礎（品質管理体系を学ぼう・生産

性の向上）については実際にグループ編成をして

「折鶴」を 20羽折って歩留まり・良品率をはじめ

品質（出来栄え）や生産性について学習して頂き

ました。中村講師の指導よろしく、皆さんチーム

内では互いに協力し合い、他のチームとは競う形

で熱心に折鶴を作成し、大いに盛り上がると共に

実践的な学習ができました。 

2日目は少し視点を変えて 

・企業とは そして企業で働く意義を考える。 

・5S入門。 

・QCDの重要性を理解する。 

・自分の仕事ぶりをマネジメントする。 

・研修のまとめ。 

と新社会人のみならず製造業の企業人としての社

会的な意義と基礎知識を身に付けて頂けたものと

思います。 

 

今回のセミナーでは単に座学で学ぶだけではなく

ワークショップ（折鶴作成）や討議・発表などを

多く取り入れ、受講生の積極的な対応を促す取り

組みとしました。アンケートで本セミナーの役立

ち度を聞いたところ、ほとんどの方から大いにま

たはある程度役に立ったとの回答が得られました。

特に役立ったテーマとしては・ビジネスマナーの

実際を学ぶ・生産現場の基礎・QCDの重要性を理

解するなどが挙げられました。また座学と討議・

発表のバランスも取れていたと全体に好評だった

ようです。 

 本セミナーは当協会の単独の営利事業として開

催した訳ですが、将来、参加企業の中核人材を輩

出する「人材育成プログラム」の一環として位置

付けられるように継続・発展させることが大切で

あると考えます。県央地域の製造業の経営者や人

事担当者から来年以降もぜひ継続実施して欲しい

と言われるよう、今回のセミナーの評価も踏まえ

事業開発委員会を中心として早期に次年度の計画

を練って頂くことを期待しています。 

人材育成のプログラムは単に新入社員セミナー

だけでなく、新入社員フォローアップ研修や中間

管理職対象のセミナー（例えばマネジメントセミ

ナー）など企業ニーズに応える多様なメニューが

考えられます。また一方では、製造業らしいメニ

ューとして、品質管理や生産性向上といった実務

的なプログラムも期待されるところです。 

当協会の存在感をアピールし、認知度を高める

これらのセミナー企画を一歩ずつ着実に実施し、

新潟県の中小企業の発展に貢献していきましょう。 

なお当セミナーの企画・運営に際し、事業開発

委員会から和栗委員長、白倉理事、渡辺重仁理事

に格段の助力を頂いたことを付け加えます。 
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農商工連携及び地域資源活用事業の紹介 

平塚 幸雄 

 農商工連携事業及び地域資源活用事業について

簡単に紹介させて頂きます。それぞれ国の認定を

受けて、認定事業計画を遂行することで補助金や

各種支援が国から受けられます。今回はそれぞれ

の認定要件等を紹介して、新規事業に取り組む企

業様のお役に立てればと思い執筆させて頂きます。 

・農商工連携とは 

 「農林漁業者と商工業者等が通常の商取引関係

を超えて協力し、お互いの強みを活かして売れる

新商品・新サービスの開発、生産等を行い、需要

の開拓を行うこと」です。すなわち、これまで農

林漁業者だけ、商工業等を営む中小企業者だけで

は開発・生産することが難しかった商品・サービ

スを両者が協力し合うことで創り出し、市場で販

売していくことで、売上げや利益の増加を目指そ

うとする取り組みのことです。 

 内容と申請方法は、平成 20年の 7月 21日に「農

商工等連携促進法」が施行されました。この法律

は、「農商工連携」に取り組もうとする方々の事業

計画を国が認定し、認定された計画に基づいて事

業を実施する方々を各種支援策でサポートするも

のです。計画を申請するためには、農林漁業者、

商工業等を営む中小企業者で、両者が連名で申請

しなければなりません。 

 農商工連携の要件として、農林漁業者と中小企

業者の「有機的連携」があります。「有機的連携」

とは、通常のビジネス上の取引関係を超えて協力

することです。単なるビジネスベースでの原材料

の売買、業務の受委託や資産の賃貸借などは認定

の対象とはなりません。この「有機的連携」は、

「新商品・新サービスの開発等」を実現するため

の協力関係です。また、お互いの「経営資源」を

有効に活用することが必要になります。「経営資

源」とは、資産や技術・技能、ノウハウ、知的財

産で、販路や人脈なども含まれ通常の営業活動に

必要なものはほぼ認められます。ただし、“お金”

は経営資源として認められていません。連携の相

手方が持っていないこれら経営資源、いわゆる自

分の“経営の強み”をお互いに活用することが必

要です。 

 

・地域資源活用とは 

 地域資源活用事業とは、地域の中小企業者が共

通して活用することができ、当該地域に特徴的な

もとのして認識されている地域産業資源を活用し

て、中小企業者が商品の開発・生産、役務の提供、

需要の開拓等の事業を行うことをいいます。 

地域産業資源とは各都道府県が指定する以下のも

のをいいます。 

（1）地域の特産物として相当程度認識されている

農林水産物又は鉱工業製品 

（2）地域の特産物である鉱工業製品の生産に係る

技術 

（3）文化財、自然の風景地、温泉その他の地域の

観光資源として相当程度認識されているもの 

・支援策 

補助金：ふるさと名物応援事業 

中小企業・小規模事業者が、地域資源活用や農商

工連携により行う商品・サービスの開発などにか

かる経費の一部を補助します。補助金限度額 500

万円、補助率 2／3以内（3年目以降 1/2以内） 

融資：政府系金融機関による融資制度の活用がで

きます。 

その他：農商工連携認定を受けると農業改良資金

融通法、林業・木材産業改善資金助成法、沿岸漁

業改善資金助成法の特例や 6 次産業ネットワーク

交付金等の支援を受けることができます。 

 

 今回紹介しました農商工連携や地域資源活用事

業の認定を受けることで様々な支援を受けること

ができますので、新規事業として考えている企業

様に紹介してはいかがでしょうか。 
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特集 支援機関のための知的財産知識 

霜田 亮 

 

 公的機関や金融機関など、企業支援を行う主体

は数多くあります。これらの機関が企業を支援す

る際には、何らかのかたちで対象企業の事業を評

価するでしょう。事業性を評価した融資や地域振

興のなかで事業をみることが求められています。 

 知的財産は事業の評価に関わる要素の一つです。

強い知的財産を保有していれば競争優位を築くこ

とができます。競合企業の知的財産が事業を進め

るうえでリスクとなることもあります。知的財産

が事業を左右しうることを念頭に、基本的なとこ

ろを押さえておくと事業の評価に役立つでしょう。 

●知的財産権の果たす役割 

 知的財産のなかで特許権や商標権のように「権

利」として登録されたものが知的財産権です。ノ

ウハウのように「権利」ではないものも事業を考

えるうえで重要ですが、ここでは知的財産権につ

いてのみ取り上げます。 

 知的財産権は独占排他権と言われ、権利者以外

の利用を許さないものです。権利者は自身の知的

財産権を独占的に利用でき、他者が利用した場合

にはそれを排除できます。事業上有用な知的財産

権は参入障壁を築き、競争優位を持続させる源泉

となり得ます。一方で、自社の事業計画の先に他

者の知的財産権があると、その権利の回避や無効

化がコストやリスクとなり得ます。 

 これらを考慮して事業を評価し、またその評価

を高めるために知的財産権の取得やリスク回避に

ついて検討することが求められるでしょう。 

●技術的なアイデアを守る特許権 

 特許権は技術的なアイデアを保護する権利です。

製品の構造や配合比といった特徴や、その製造方

法などさまざまなかたちで技術を守ることができ

ます。競争優位の源泉である技術の模倣困難性が

法的に保証されるため、うまく権利を取得すれば

非常に強力な武器になります。 

 したがって、いかに強い特許権を保有している

か、取得できるかが事業の評価に関わってきます。

保有する特許権がある場合は、製品のコアとなる

技術を適切に守っているかを評価する必要があり

ます。既に販売をしているにも関わらず適切な特

許権を取得していない場合には、非公知の部分を

見つけ出すか、改良の段階で権利の取得を考えま

す。いずれにしても特許権はビジネスモデルとの

関係で評価をし、取得を検討するものとなります。 

●商品のネーミングやロゴを守る商標権 

 商標権はネーミングやロゴなどを特定の商品や

サービスについて使用する権利です。「特定の商品

やサービスについて」というところがポイントで、

登録していない商品やサービスについては権利が

及びません。ネーミングやロゴを広く保護してい

るわけではなく、あくまでも登録した商品やサー

ビスについてのみ独占排他権があります。 

 商標権については他者の権利がないことの確認

が重要になります。使用するネーミングやロゴに

ついて、他者が商標権を保有していることに気が

付かずに事業を始めてしまうと、後に製品の廃棄

や金型などの生産設備の除却といった損失に繋が

るリスクがあります。他者の商標権がないことを

確認することは最低限のリスク管理と言えます。 

 商標権の取得・保有に関してはブランド化と併

せて検討することになります。地域ブランドの育

成を目的とする場合などは別ですが、通常は商標

権の保有自体が競争優位の源泉となることはあり

ません。ブランドが確立すれば商標権は強みとし

ての価値を持ちますが、ブランド未確立の段階で

は商標権の保有はリスク管理の手段として評価さ

れるのみと考えておくほうがよいでしょう。 

 

 以上のとおり、知的財産権はビジネスモデルや

ブランド化との関係で評価することが重要です。

そのうえで事業の価値を高める知的財産の支援が

支援機関に求められるところとなるでしょう。 
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特集 弥彦村観光調査研究 

研修委員 田村 博康 

 研修委員会では、H28年の取組として、「弥彦村

観光研究」に取り組んできました。この取り組み

は、第 1期（平成 28年度）として「弥彦村観光の

現状把握と課題の提起」、第 2 期（平成 29 年）と

して「類似した他の観光地との比較」をテーマに

して取り組みます。この調査研究の取組は、弥彦

村経営発達支援計画の活動の一部として取り組ん

でおります。 

 日本は国を挙げて外国人観光客の誘致に取り組

んでおります。新潟県は、外国人観光客の宿泊数

伸び率が、全国で 6 番目に多く、各観光地にとっ

てチャンスが広がっていると思われます。平成 27

年度の新潟県の調査結果によると弥彦村の観光客

入込数は 253 万人であり、新潟県で上位 8 番目と

なっています。弥彦村の観光地としての最大のマ

グネットポイントは、新潟県内の皆様はご存知だ

と思いますが、「彌彦神社」になります。彌彦神社

は弥彦村の観光客入込数の約 54％を占めておりま

す。この圧倒的な集客力を持つ彌彦神社を中心と

し、弥彦村内の観光スポット（観光資源）をいか

につないでいくかがポイントになるのではないか

と考えております。 

 

また、弥彦村観光の活性化を目指すにあたり、

「何を指標として活性化度合いを測定するの

か？」といった課題も浮上してきました。入込客

数の増加は活性化した結果の一つですが、経済的

な面についても評価していく必要があるのではな

いかと考えております。 

弥彦村内の観光資源は、①自然、②歴史・文化、

③温泉、④グルメなど、多岐にわたります。これ

らの観光資源を観光客に回遊していただくことで、

滞在時間が長くなり、経済的な効果も大きくなる

と考えています。特に弥彦温泉は、観光客の滞在

時間を延ばすには重要な観光資源です。しかしな

がら、過去 5 年ほどの状況を確認すると、減少し

ています。それに対して、隣の岩室温泉は宿泊客

数の減少は見られず、わずかに上昇しています。 

 岩室温泉同様に弥彦温泉も魅力を磨くことで、

宿泊客数を伸ばすことは可能だと考えております。 

   

観光資源以外にも観光客入込数に大きく影響を

与えるものに、「交通」があげられます。弥彦村は、

自家用車、観光バスで訪問する観光客にとっては、

利便性の良い地域となっております。しかしなが

ら、外国人観光客をはじめ、公共交通機関を利用

する観光客にとっては、多くの課題があります。 

弥彦村は、観光地として課題を抱えております

が、研究を進める中で、多数の魅力を発見するこ

とが出来ました。近年はパワースポットとしての

PRも進められています。強みである各観光資源を

有効活用することで、観光客の皆様から、さらに

愛されるエリアになると期待しております。 

 H29 年度も中小企業診断士としての目線から弥

彦村観光の発展について研究を進めてまいります。 

本研究を実施するにあたりまして、彌彦神社、

弥彦村商工会、弥彦村、弥彦観光協会の皆様、

弥彦観光に携わっている皆様方に対して、 

心から感謝申し上げます。誠にありがとうご

ざいました。 

彌彦神社（弥彦菊祭

り） 
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新入会員紹介 

岡田 伸次 

           皆様、はじめまして。 

この度、新潟県中小企業の

診断士協会に入会させてい

ただきました岡田伸次と申

します。新潟県燕市出身で

す。 

 現在は、税理士業と社会

保険労務士業を行っており

ます。 

 2016 年 10 月に診断士として登録しましたが、

まだまだ知識不足を実感しております。 

この資格を目指したきっかけは、面白そうか

な？と単純なきっかけでした。一次試験はそんな

に苦にもせず受験出来ていたのですが、文章作成

が苦手なので二次試験に苦労しました。合格した

時は計算問題で点数を稼げて合格出来ました。 

 二次試験合格後の実務補習は北海道で、とても

良い環境の中でさせて頂くことができました。 

 今は今まで出来なかった新たな目標に向かって

色々な世代の人と、自己の能力を高めるため他の

勉強をしています。     

 今後はこの資格を生かしたことができればと思

います。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

編集後記 

平塚 幸雄 

 平成 29年度初めての SOUPLETTERとなりました。

今回は新潟県中小企業診断士協会会員の活動内容

や得意分野などを中心に記事をまとめました。今

後も SOUPLETTERの発行を機会に様々な分野で活

躍している会員の紹介をしていきますので、支援

機関の方々の参考になり、更には中小企業者の支

援内容に適切な協会会員が分かり、新潟県中小企

業診断士協会と新潟県内の各支援機関様との橋渡

しや、会員個々の活動内容や専門分野に応じた専

門科を知って頂き、各種支援機関の支援業務にお

役に立てることができれば幸いと感じています。 

 また、今年度も新潟県中小企業診断士協会では

今回紹介した「新入社員セミナー」や「弥彦村観

光調査研究」などの活動を実施していきます。 

新入会員紹介 

入会日     氏名 

10月 1日   岡田 伸次 様 

 

小規模企業の指導力を磨くスキルアップ研修

会の開催のご案内 

開催日時：平成 29年 8月 21日・21日 

開催場所：中小企業大学校 三条校 

開催内容： 

Aコース：小規模製造業の経営改善 

Bコース：小規模飲食店の経営指導 

Cコース：小規模果樹園の商品開発・ｗｅｂ活 

  用 

Dコース：小規模企業の農商工連携と組織化の 

改題改善 

参加料金：診断士協会会員 28,000円 

     宿泊費・交流会費込 

 

理論政策研修のご案内 

開催日時：平成 29年 9月 2日（土）15：00 

開催場所：新潟グランドホテル 


